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                 株式会社日本カードネットワーク         

「ＣＡＲＤＮＥＴ災害対策センター」構築リリースのご報告 

～大阪府内に2005年12月1日、計画通りリリース～ 

※こちらの資料は、2005年8月31日にプレスリリースいたしました＜「CARDNET、「災害対策センター」新設＞に対するご報告です。 
 
クレジット情報処理センターの株式会社日本カードネットワーク（本社：東京都港区、取締役社長：

兼子 忠彦、以下：ＣＡＲＤＮＥＴ）は、首都圏で災害が発生した場合にも安定したクレジットカード・

デビットカード決済取引の情報処理サポートを可能とする、「ＣＡＲＤＮＥＴ災害対策センター（以下、

DR（DisasterRecovery）センター）」を当初のスケジュール通り、大阪府に 2005 年 12 月 1 日リリー

スいたしました。これにより、大規模な災害が発生し、東京の本番センターが壊滅的な被害を被った

場合にも、大阪のＤＲセンターへ回線の切替を行うことにより、クレジットカード・デビットカード

決済取引等を、平常時通り安定的に行うことが可能になります。 
 
DR センター設置に至るまでの背景  
現在、日本における加盟店とカード会社間のクレジット決済取引の情報処理量は、1 日約 400 万件

にも達しており、万一、首都圏で地震等の大規模な災害が発生した場合、決済取引にも支障が生じる

ことが懸念されております。当社では、1995 年の設立当初より、危機管理対策としてセンター障害発

生によるサービスレベルの低下を最小限に抑えるため、オンライン処理システムの二重化の取り組み

を実施してきました。しかし、昨今のクレジットカードの急速な普及に伴う、決済インフラとしての

社会的責任の一層の高まりを受けて、これまでの「障害対策」に加え、より広範囲かつ大規模な災害

発生に対しても、サービスを継続し続ける「災害対策」が不可欠と判断し、今般「CARDNET 災害対

策センター」を構築し、リリースを無事実現いたしました。 
 
 （１）業務運用体制の整備・構築 
実際の DR センター稼動に備え、迅速かつ正確な業務運用を実現するため、本社･大阪支社･本番セ

ンター・ＤＲセンター間における業務運営並びに要員管理を明確化した運用体制を整備いたしました。 
 
 （２）運用訓練の実施 
ＤＲセンターのリリースに向け、運用関連者で運用訓練を実施し、復旧手順から連絡手順、顧客告知

方法などの項目を再確認し、運用体制を充実させ、実行性を確認いたしました。今後も定期的な訓練

を継続し、安定運用の確保に努めてまいります。 
 
（３）回線切替の準備作業 
当社の東京本センター（東京都内）と加盟店様との間における、通信ネットワーク回線のＤＲセン

ター対応を、2005 年 11 月末までに、無事完了いたしております。 
                           
ＣＡＲＤＮＥＴは、クレジットカード会社様（約１００社）・金融機関様と加盟店様（約１,０００社）

との相互間で、クレジット情報（与信照会、売上など）および資金移動情報（デビットサービスなど）

のトランザクションを中継し、また加盟店様に納入した約３２万台のクレジット処理端末機と接続する、

決済情報処理ネットワーク会社です。非接触ＩＣカードなど、今後ますます急速に拡大していくクレジ

ットカード決済市場に対応すべく、センターの安定稼動ならびにインフラ整備を邁進し、顧客サービス

の向上とさらなる高品質の決済ネットワークの展開に努めてまいります。       
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